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3.3億円（資本金及び資本剰余金）
主な株主  （株）三菱東京UFJ銀行               三菱UFJ証券（株）
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■大阪事務所　　 大阪市西区西本町1-3-15大阪建大ビル／〒550-0005
　　　　　　　　 TEL 06-6541-2755　FAX 06-6541-2733
■名古屋事務所　 名古屋市東区泉1-1-35 ハイエスト久屋ビル／〒461-0001
　　　　　　　　 TEL 052-971-7253　FAX 052-971-7254
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■広島事務所　　 広島市中区鉄砲町1-20第3ウエノヤビル／〒730-0017
　　　　　　　　 TEL 082-223-6919　FAX 082-223-6929
■高知事務所　　 高知市知寄町2-4-9-301／〒780-0806
　　　　　　　　 TEL 088-880-9012　FAX 088-880-9013
■沖縄事務所　 　那覇市松尾1-19-27ミルコ那覇ビル３階／〒900-0014
　　　　　　　　 TEL 098-943-8743　FAX 098-943-8746

■東東北復興支援拠点
　　仙台事務所　 仙台市青葉区本町１-１２-３０太陽生命仙台駅北ビル／〒980-0014
　　　　　　　 　TEL 022-716-0633　FAX 716-0636　
　　郡山事務所 　郡山市長者1-7-20 郡山東京海上日動ビル3階／〒963-8017　
　　　　　　　 　TEL 024-927-1585　FAX 024-927-1586　
　　宮古事務所 　宮古市磯鶏石崎８-２７　／〒027-002２
　　　　　　　　 TEL 0193-77-3638　FAX 0193-77-3639　
　　南三陸事務所 宮城県本吉郡南三陸町入谷字桜沢21-1南三陸町復興まちづくり支援事務所内 ／〒986-0782
　　　　　　　　 TEL 0226-29-6561　FAX 0226-46-2170

建設コンサルタント登録　　　建23-2463号
一級建築士事務所　　　　　  東京都知事登録14229号
一般労働者派遣事業                 般13-305021
建設業登録　　　　　　　　  東京都知事特24‐78643号
プライバシーマーク登録　　　第17001479（01）号

許可番号
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みずほ銀行市ヶ谷支店 三井住友銀行赤坂支店
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(社)都市計画コンサルタント協会　　(財)国土計画協会
(社)日本交通計画協会

加入団体

都市と地域の明日を創造する　
志ある人材を求めています。

LAND  BRAINS  CO.,LTD.



都市と地域を再生するあらゆる分野を手掛けています。地域の人々とと共に地域まみれになり、
課題に取り組みます。
全国に事務所を置き望む場所で希望する業務が担当できます。全省庁統一シンクタンクコンサルタント分
野でＢクラスとなりました。
ワークライフバランスを会社の主目標とし、社員の健康と生活を守ります。

大きな企業ではないからこそ、社員の業務・勤務地などの要望に対応できます。
提案から事業・運営まで一貫して関わることができます。
だから多方面の考え方・技術が身につき人間として、技術者としての向上を目指せます。
ここの地域は私が提案し事業化まで担当したんだよと子や孫に誇れる、
まさに自己実現できる会社です。

大企業の歯車として小さくまとまらず、小さい会社だけれども、社員一人一人が地域に入って
事業を自らやってゆける、社会課題を克服する実感を得られる会社です。

代表取締役

地域まみれになった４４年間

事業を提案し課題に応えます。

志が実現できる会社



東京都心論

都市計画マスタープラン

立地適正化による都市機能・居住機能の誘導
2015 朝来市立地適正化計画策定業務　　　兵庫県朝来市

2015 宇部市立地適正化計画策定業務委託　　　山口県宇部市

コンパクトシティ

2012～2006 富山市中心市街地活性化基本計画策定をはじめとする
　　　　　　　　一連の取り組み　　　　　　　　　　　富山県富山市

弊社で検討を進めた都心の一連の都市政策により、
東京都心丸の内の指定容積率は1,000％から1,300％となり
世界都市「東京」に相応しい都市空間が実現しています。 2013　　宮古市地域まちづくり計画調査業務（震災復興都市計画）　　　岩手県宮古市

2010～2009　　秋田市総合都市計画等策定業務　　　秋田県秋田市

1993～1998　　６年間に渡る都市マスタープラン策定事業　　　福島県福島市

2008 地域特性に応じた機能的で魅力的なまちづくり調査業務
　　　　（都市づくりビジョン）　　東京都都市整備局

2006～2003　　東京駅周辺地区の都市基盤整備方針　　　
　　　　東京都、千代田区、JR東日本、大丸有再開発協議会

2004 東京駅周辺地区都市構造検討調査　　　三菱地所（株）

1996 東京区部中心部整備指針検討調査
　　　　（社）日本都市計画学会、東京都都市計画局

東京都「都市づくりビジョン」より

弊社が関わった富山市におけるコンパクトシティの事例

コンパクトシティ認定全国第１号

都市・住宅政策グループ グループ長
高木 恒雄



「じゃばら」と連携したカーボンオフセットの商品の販売

地方活性化グループ　チーム長
吉戸 勝 　入社15年目

住民の基礎的生活を支える拠点を、施設改修・ネットワーク、住民による共助などで形成する。

2009　　維持・存続が危ぶまれる集落対策検討課題調査 国土交通省国土計画局

2012　　地域経済循環の評価手法等に関する研究　　　総務省自治行政局地域政策課

2009　　過疎化・高齢化が進行している集落の生活に必要な基礎的サービスの調査業務 国土交通省国土計画局

2008　　維持・存続が危ぶまれる集落を対象とした地域づくりに関する調査 国土交通省国土計画局

2010　　過疎対策等における集落の状況に関する現状把握調査業務 　　総務省過疎対策室

2009　　農山漁村集落機能再編促進事業 農林水産省農村振興局

2013　　過疎集落等自立再生緊急対策事業　　　　愛知県南知多町、総務省過疎対策室

2011　　長期的な展望を踏まえた集落の多様な生活・コミュニティ確保方策に関する調査 　　国土交通省国土計画局

限界集落を守る

小さな拠点を作る

小さな自治・コンパクトビレッジ

緑の分権改革の取り組み全体イメージ

（  国土交通省国土計画局  ・ 総務省過疎対策室  ・ 内閣府地方創生事務局  ）



地方活性化グループ　グループ長
甲斐 寛人 入社7年目（中途入社）

2015　海洋管理・利活用に資する沿岸域総合管理等に関する調査　　　国土交通省総合政策局海洋政策課

海洋の機能は漁場・各種エネル
ギー資源・航路・環境保全・鉱
床・交流など多岐に渡ってより
統合的・包括的なアプローチに
基づく保全・管理手法の構築が
必要である。

危機管理にあって、米国やドイ
ツでは国家による統一体制が
備えられている。日本版ＦＥＭ
Ａ構築のために、危機対応へ
の緊急支援体制の組織化、ま
た、国民保護としての避難訓
練が喫緊の課題であり、積極
的に取り組んでいる。

2013　海洋の多様なポテンシャルに関する調査　　　国土交通省国土政策局

2013　我が国の領海の外縁を根拠付ける離島に関する調査　　　内閣官房総合海洋政策本部

2013　巨大地震等に係る広域防災拠点のあり方についての検討業務
                 (緊急時の危機管理体制の検討)　　　内閣府防災担当

2011　災害時の地域孤立化等のリスク軽減に関する調査　　　国土交通省国土政策局

2013　市町村災害対応緊急支援事業　　　総務省消防庁

2011　袖ケ浦市国民保護計画及び避難等マニュアル作成　　　千葉県袖ケ浦市



宮古現地事務所

復旧

復興

現地事務所開設

復旧

復興

現地事務所開設（越後川口町）

現地常駐

南三陸現地事務所

北茨城現地事務所

郡山現地事務所

○
○
○
○

南三陸事務所 北茨城事務所 宮古事務所 中越現地事務所

益城町での被災家屋調査

2月：被災地入り。

3月：ボランティアで応急復旧活動を開始。

2月：「神戸事務所」住宅復旧相談所を開設。

　

【兵庫県で復興住宅の供給検討】

【土地活用相談】　

被災地現地事務所 復旧復興支援



総合防災

2013　巨大地震等に係る広域防災拠点のあり方についての検討業務
　　　　（緊急時の危機管理体制の検討)　　　内閣府防災担当

2013　地震・津波防災訓練等業務（北陸・東海・近畿・中国）　　　　内閣府防災担当

2012～13　横浜市事前復興計画策定業務　　　　神奈川県横浜市

2013　市街地の震災復興に向けた検討に関する調査（震災復興ガイドライン策定の検討）　　　　東京都都市整備局

2012　消防団員を対象とした図上訓練（市町村災害対応支援事業）　　　総務省消防庁

2012～13　津波避難シミュレーション等策定、防災マップ作成業務　
　　　　　 茨城県高萩市

都市政策住宅グループチーム長
山田 浩二　入社27年目

 

 

 

 

  

  

 

広域防災拠点

南海トラフ

ハザードマップ・津波シミュレーション

事前都市復興



環境・社会グループ　グループ長
西田 直人　入社20年目

岐阜市で構築したモデルの一例

　「エネルギーの地産地消」＋「エネル
ギーを活用した地域産業の活性化」に
よる持続可能な社会の実現を目指し、
全国に４００ほどある有人離島の中
で、沖縄離島や八丈島などの先駆的モ
デルを構築するという壮大なプロジェク
トに取り組んでいます。

地域の豊かな自然環境・地域資源を活用し、地域で生み出す自然エネルギーをできる限り
地域で消費する地産地消の仕組みを創り、地域の経済循環を生み出すことが、地方創生に繋がります。

エネルギーインフラは、広域的な地域経済循環を創造することを目
的としている。湖南市では、域内経済循環モデル構築事業として、住
宅エリアや工業団地エリア、道の駅エリアを中心に、木質バイオマス
を活用した熱電併給システムの構築を検討した。

2015 湖南市分散型エネルギーインフラプロジェクト・マスタープラン
　　　　策定事業（総務省事業）　　　　　滋賀県湖南市

分散型エネルギーインフラ事業

2011～2014 スマートシティ岐阜実証事業、実施設計・設計監理業務
　　　　　　　　検証業務　　　岐阜県岐阜市

スマートグリッド・スマートコミュニティ事業

電力・熱需要などエネルギー消費が高い製造業、流通・卸売業、情報
・サービス業等幅広い業態の企業が集積しており、今後はエネルギ
ー使用量の増加に伴うCO2排出量の増加が見込まれるため、①工場
省エネ、②木質バイオマス地域発電・熱供給、③LNG利用へ転換、④
LNG冷熱利用の検討を行った。

2015 工業団地モデル（沖縄県　中城湾港新港地区工業団地）　　
　　　　環境省 地球環境局 地球温暖化対策課

大規模CO2削減モデル

2014～2012　　八丈島における地熱アイランドプロジェクト
　　　　（八丈島地熱開発理解促進関連事業）　　資源エネルギー庁・東京都他

小規模離島エネルギー開発事業

　八丈島では地域の貴重な資源を活用した地熱発電を拡大し、島内の電
力の大半を再生可能エネルギーで賄う、エネルギーの地産地消の島を目
指している。これにより重油等の燃料輸送コストとCO2排出量の削減を同
時に実現するとともに、地熱発電に伴い発生する豊富な熱を農業ハウスや
養殖など、島内産業に活用することで地域経済の活性化にも繋げる。また、
発電・熱利用事業を島民が主体となって事業を運営する仕組みを島民と一
緒に作り上げることで、島内に確実に利益が還元される仕組みを構築し、島
内全体が活性化する取組みとなることを目指す。

小規模離島において、太陽光、風力、小水力、バイオマス等の再生可能エ
ネルギーの導入可能性について、エネルギー消費量算定や賦存量算定を
行い、エネルギー変動対策を含めたシミュレーションを行い、導入する再
生可能エネルギーと必要となる蓄電池容量等を検討した。さらに、実現ス
キーム検討と導入シナリオを立案し、離島ごとの特性に合わせたロードマ
ップを作成し、実現性の高い計画づくりを行った。

2016 　極小規模離島再生可能エネルギー100％自活実証事業（竹富島他）
2013・14 　小規模離島全エネルギー再生可能エネルギー化可能性調査（久米島他）　
　　　　　沖縄県

災害に強い分散自立型のエネルギー供給体制の整備が求められる
なか、事業候補として、太陽光発電の電力を有効利用する「本郷モデ
ル」について、これを実施するための建築設備の設計を行った。災害
時に電力の自立を図るとともに、平常時にも再生可能エネルギーを
有効利用等するため、太陽光発電機、蓄電池、マイクロコージェネレ
ーションシステム、水力発電機、風力発電機を用い、PCS盤（直流）と
構内交流電気と連携させるIPS盤によるシステムを構築した。

村域の94％が森林である北山村おくとろ温泉においてバイオマスボ
イラー導入に向けた調査・検討を行った。木質バイオマスボイラーの
機器選定に当たっては、間伐材をほとんど加工せずに投入すること
のできる薪ボイラー「ガシファイヤー」を採用し、燃料となる間伐材の
供給を地元の筏師の冬期の収入源とすべく、「自伐型林家方式」で、
燃料となる間伐材を供給する側の体制づくりを検討。設計、施工まで
一貫して取り組んだ事業である。

2011～2009　おくとろ温泉木質バイオマスボイラー設計・施工事業　
　　　　和歌山県北山村

木質バイオマス事業

地方公共団体における地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定
・改定作業や、同計画に基づくエネルギー起源ＣＯ2の排出削減に
係る企画・評価・改善のための体制整備に向けた調査検討及び省エ
ネルギー設備等の導入を支援する「地方公共団体カーボン・マネジ
メント強化事業」（環境省補助）に採択された自治体の支援を行った。

2016 地方自治体カーボン・マネジメントシステム強化支援事業
　　　　（山形県小国町、埼玉県戸田市、神奈川県松田町、滋賀県湖南市）

カーボン・マネジメントシステム強化事業

地
熱
ア
イ
ラ
ン
ド
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

八
丈
島



急激な人口減が予測される国難というべき事態に、
地域の資源を活用し地域の知恵と取り組みで対応するという国の意志。

１．地域の全生活を創生させる

２．地域を活性させる事業の継続性を図る

３．地域でお金を回すしくみを提案する

１．逃げ場のない女性を地域で受け入れる
２．母子家庭の受け入れ
３．居場所のない子どもを地域で育てる
４．流される命を地域で救い育てる

地方創生総合戦略

子どもの増加にむけた地域独自の取り組み

▶群馬県みどり市での提案▶山口県美祢市での提案

埼玉県RESAS

福島県RESAS

愛知県RESAS

▶東京都八丈町での提案 ▶千葉県四街道市での提案

▶千葉県八街市での提案

▶茨城県かすみがうら市での提案

日経グローカル　
2016．2.1記事より

日経グローカルにて
弊社の取り組みが
紹介されました

総合戦略推進担当
紙田 和代　入社 21 年目

子どものの増加にむけたたた地域域独独自のの取り組み

（地域経済分析システム）（地域経済済済分析析シススステテムムム）



地方、とりわけ中山間地域に
おいては、人口減少・少子高
齢化が進展し、近い将来、集
落として存在できなくなるよう
な過疎化が進展している。こ
のような厳しい地域におい
て、人口減少を食い止め、再
び住民を惹き付け、地域を活
性化していくために地域住民
と取り組んでいる。

被災地いわきにおいて、ランド
ブレインが主体となり、復興に
向けて市民や地域企業・団体
がオーガニックコットン、コミュ
ニティ電力、スタディツアーの
３つの地域循環ビジネスモデ
ルを構築し、事業化。また都市
部コットン企業やデザイナーと
連携体制を構築し、人形やTシ
ャツの商品化を行っている。

2013　観光地域における空間形成に関する調査業務           観光庁観光地域振興課

2010　都市住民の移住・定住の促進　 　農林水産省農村振興局

 

プロジェクト担当 大阪事務所
橋田 薫　入社3年目

「地域ラボ」の提案

← 地域に入って泥だらけ。
　 「地域まみれ」
　  がランドブレイン流。

プロジェクト担当
地方活性化グループチーム長
上原  望　入社15年目

地域資源活用による地方創生

観光地経営の展開による地方創生

人材育成による地方創生

移住定住による地方創生



大阪事務所　所長
山北 知 　入社17年目

2013～2015
            集落営農等実態調査業務　　　　　　　　　滋賀県農政水産部
            農業・農村活力創造サポートセンター運営業務　　滋賀県農政水産部

2012～2013　　産地水産業強化支援事業　　　水産庁防災漁村課

2009～2011　　活力ある漁村づくり促進事業　　　水産庁防災漁村課

2013 関市6次産業化ネットワーク協議会販路拡大業務　　岐阜県関市

2011 中国地方における「デザイン力を活かした企業のブランドづくり」と「意匠権の活用」
                  に関する研究会事業　　　中国経済中国経済産業局特許室

2013 都市農村共生対流総合対策交付金（広域ネットワーク推進）子ども農山漁村交流
                  農林水産省農村振興局

2010～2011       
          下里有機の里づくり人材育成事業 （農林水産省食と地域の交流促進対策交付金）  
          広がれ！まわる持続可能な有機農業プロジェクト        下里有機の里づくり協議会

集落営農の展開・法人化

６次産業化・ブランド化

産地水産業強化支援事業

都市農山漁村交流

 近年、地域ブランドの取り組みが全国各地で進んでいます。地域ブランドとは、ただ単に特産品開発を行うのではなく、
地域の風土や歴史、自然、人等のその地域固有の資源を活用した取組みや仕組みづくりであり、他の地域に簡単に真似
される取組みであってはいけません。その際、地域に暮らす方々が「どれだけ自分の地域を愛しているか」が重要なポイ
ントになります。
 人々が愛着を感じている地域は、自然と活気あふれるまちになっていきます。 我々は、地域に暮らす皆さんが地元の資
源を認識し、その資源に誇りを持ち、活用方法を検討し多様な取組みや仕組みを生みだすきっかけづくりを第一に行
い、継続的な地域の活性化につながるトータルプロジェクトを支援しています。

産地水産産業強化支援事業業業

都市農山山漁村交流

６次産業業化・ブランド化

集落営農農の展開・法人化



2014　「日本遺産」調査研究事業　　文化庁文化財部記念物課

2014　「記念物、文化的景観」マネジメント支援事業　　文化庁文化財部記念物課

2011 　民俗技術・登録有形民俗文化財伝承状況調査          文化庁文化財部伝統文化課

2015 　伝統的生活文化実態調査事業　（茶道・華道）         文化庁文化財部伝統文化課

2010～2014　相馬の文化の保存・活用プロジェクト       相馬の文化の保存・活用を考える協議会

2011～2014　笠間焼と笠間焼製造文化継承プロジェクト      笠間焼文化研究会

2011　野田村の塩づくり復活と製塩文化財の継承プロジェクト    岩手県特定非営利活動法人野田塩ベコの道

2013 　渡良瀬遊水地に関連する文化遺産を活用した地域活性化事業 
                   　　　　　　　　　　　　　　　渡良瀬遊水地関連の文化遺産を活かす会

「日本遺産」認定による地方活性化

文化遺産の保存・活用（文化庁調査事業実績）

地域の文化保存団体等と連携による地域再生

地域の人と文化資源を発掘し、伝統と文化を再生する



■弊社が再生に関わった商店街の数々■

2010　　商店街活動グループ研修事業（全国33商店街）　　　（株）全国商店街活性化支援センター

2009　　商店街活動研修事業（全国50商店街）　　　（株）全国商店街活性化支援センター

都市住宅政策グループ　チーム長
石村 壽浩 　入社17年目

留辺蘂商工会議所(北海道)
小樽市場連合会(北海道)
南三陸商工会(宮城県)

郡山〈フロンティア22〉（福島県）
田子町商工会（青森県）

二本松商工会議所（福島県）
かっぱ橋本通り商店街連合会（東京都）
高崎卸商社街協同組合（群馬県）
那須塩原市商工会（栃木県）

NPOくまがや（埼玉県）
砂町銀座商店街振興組合（東京都）
遊座大山商店街振興組合（東京都）

小山商店会連合会（栃木県）
NPO法人 生活工房つばさ・游（埼玉県）

深谷商工会議所（埼玉県）
大宮銀座通り商店街（埼玉県）
仙川商店街協同組合（東京都）

川崎銀柳街商業協同組合（神奈川県）
保土ケ谷 人・まち・文化振興会（神奈川県）
戸塚駅西口商店街連盟（神奈川県）

氷見市商店街連盟（富山県）
安城中央商店街連盟（愛知県）
篠山商店街連合会（兵庫県）

田辺市商業協同組合（和歌山県）
阪南市商業会連合会（大阪府）
忠岡町小売商連合会（大阪府）
岩国商工会議所（山口県）

北田・大手町商店街振興組合（鹿児島県）
㈱まちづくり鹿児島（鹿児島県）

福岡県宗像市（福岡県）
鹿島商工会議所（佐賀県）

大平橋通り商店街振興組合（鹿児島県）
福江商工会議所（長崎県）

強いマインドを持ったリーダーを育成する。また、商店街活性化新法の
全国展開と同調し、地方金融機関と連携し商店街への支援を強化する。

商店街再生 中心商店街活性化支援

起業・創業支援

 
 

 

CB  

 

 

 

 

 

   
 

 

 NPO 

  

2006 地域資源活用新事業展開等支援調査　　　（財）国土計画協会

2010 農業塾構想における地域起業立ち上げ業務　　福島県金山町

2010 「まちづくり元気塾」からの起業・創業支援　　　㈱東北電力

2013 新事業展開地域人材育成・起業支援事業　　　富士吉田商工会議所

2005 ＴＭＯ組織化推進事業業務　　　山形県上山市商工会

2001～2000　　ＴＭＯ計画（まちづくり会社事業）策定業務　　　まちづくり会社津軽こみせ（株）

2011　　駅周辺商店街～商業振興モデル地区基本計画策定支援事業　　　東京都小金井市、小金井市商工会

2013　　さいたま市商店街地域つながりアップ支援事業　　　埼玉県さいたま市



空き家を地域資源として活用する。空き家地区を再生し都市再生の核とする。

都市・政策グループ　チーム長
西田 はるみ 

入社9年目（中途入社）

2007　　住生活基本計画の実現に向けた支援検討業務
　　　　　国土交通省関東地方整備局

住宅政策

公営住宅 企画・設計

2009　　社会情勢の変化等に対応した改良住宅の整備･管理のあり方の検討調査　　　国土交通省住宅局

2007～2001　　新屋敷住宅地区改良事業改良事業にかかる一連の業務　　　佐賀県厳木町

住宅地区改良事業・密集市街地住宅地区整備事業

2001　　藤沢市藤が丘福祉マンション 建築企画・設計監理

高齢者住宅

2011～2018　　南三陸町、宮古市、北茨城市ほか、被災集落における
　　　　　　　防災集団移転促進事業　　　
　　　　　　　国土交通省都市局、被災自治体

防災集団移転促進事業

秋田県営新屋団地 神戸諏訪山住宅東久留米南町団地

空き家問題

高齢者居住、空き家連担地区の防災防犯対策、
老朽化した公営住宅対策など
居住福祉から住宅問題に取り組んでいく。



地方自治体は、厳しい財政状況、少ない職員数でより多様な市民ニーズに対応することが求められている。
現在、自治体が行うべき全ての分野で民間活力の活用が求められている。
弊社は、「まちづくり」「施設整備・運営」「産業開発・育成」「地域交通」などあらゆる分野で
ＰＰＰの導入に取り組んでいる。

環境・社会システムグループ　グループ長
水嶋   啓 　入社21年目

滋賀県草津市

愛知県岡崎市岡崎げんき館
市民との協働による福祉拠点の整備・運営

JR草津駅西口遊休地有効活用
事業コンペ方式による草津駅前開発事業

2012～2015　　岡崎市こども発達センター整備運営に係わる一連の業務
　　　　　　　愛知県岡崎市

2014～2016　東大阪市営上小阪東住宅整備に係わる一連の業務
　　　　　　大阪府東大阪市

2013　（仮称）吹田市営新佐竹台住宅集約建替事業アドバイザリー業務
　　　　　　大阪府吹田市

による施設整備官民連携による拠点整備

官民連携による地域での資金確保と組織づくり

●地域のために行う事業を大企業等の地域外企業が担うの
では、地域への投資が域外に流出してしまいます。

● 地域のために実施する事業は、地域のプレイヤーである
建設企業、運営企業、金融機関が事業者になるべきです。

● 弊社は、自治体と地域企業をつなげ、地域完結型のPPP事
業に取り組んでいます。

● 地域完結型PPP事業により、自立した地域経済、地域での
雇用創出を目指しています。

地域の自立
経営的視点

の

ある

P事

での

地域の自立
経営的視点



地方自治体の財政はひっ迫、公共施設の老朽化が進むなか、求められる市民サービ
スの質と量も変化している。公共施設マネジメントは、財政的な視点で単に施設の
量的な削減を求めるものではなく、求められる行政サービスの明確化し、必要なサ
ービスを持続的に提供するための施設のあり方を考えるためのものである。
また、公共施設を含む公有資産の利活用も重要なテーマである。

■山梨県営住宅貢川団地再生プログラム

■千住彩館

■東岡崎周辺地区整備北東街区有効活用 ■南草津駅前遊休地活用

■岡崎げんき館 ■藤沢藤が岡福祉マンション

■日本橋住宅 ■港一丁目分譲ビル ■平和生命秋田ビル

■川崎市古市場、小向住宅建替基本構想

建築計画・設計・公有地他土地活用ほか

公共施設マネジメント計画策定

公共施設の劣化診断調査

公有資産の活用事業

2013～2016　関市公共施設マネジメントに係る一連の業務
　　　岐阜県関市

2015　第2次宇都宮市スポーツ施設整備計画に係る基礎調査業務
　　　栃木県宇都宮市

2015　シビックコア地区交流拠点整備事業者選定支援
　　　愛知県岡崎市

■ 公共施設ごとの診断・評価

 



公共交通計画策定から運行まで支援した多様なシステム

協働の取り組みにより、利用者の利便性の向上を図り、持続可能な交通システムとして
地域住民自らが運行主体となる交通システムが重要である。
特に過疎地域においては、タクシー事業者等が有償で少量の貨物を運送できるなど、
様々な旅客輸送の仕組みが求められている。

環境・社会システムグループ
交通チーム長
小久保 博

中山間地の持続可能な交通システム

　　地域住民主体でルート・運行形態・ダイヤ・運賃・収支等を検討し平成23年10月より運
行開始予定。月１回のペースで協議会を開催。地元で路線名・バス停名称を決定し、バ
ス停も製作。

　　地域住民主体でルート・運行形態・ダイヤ・運賃・収支等を検討し平成17年11月より運
行開始。

　　丘陵地のためバス路線のない団地とその周辺を、地元協議会の運行主体によるワゴ
ン車及び小型バスにより平成23年9月より本格運行開始（山ゆり号）。

ランドブレイン実績



実現に数十年を要する事業。
困難な局面に当たっても粘り強く解決の途を探り、責任を持って完遂する粘り強さが要求される。

埼玉県（独）鉄建建設運輸施設整備支援機構

岩手県花巻市、不動上諏訪土地区画整理組合

 ■実現した宇多津市街地の全景

地域振興整備公団、香川県宇多津町

【180ha、16年間】　

【90ha、12年間】 

【23.2ha、10年間】　

流通業務地区

商業地区

中高層住宅地区

低層住宅地区

宇多津駅 業務地区

ホテル

アミューズメント地区



国家戦略としての沖縄振興

基地跡地対策

エネルギー

2010　基地跡地利用構想業務　　　内閣府沖縄政策担当

観光振興、特産品開発

沖縄 MICE振興戦略

2013　　「沖縄、ふるさと百選」認定事業調査検証業務　　　沖縄県農林水産部

2013　小規模離島における全エネルギー再生可能エネルギー化可能性調査　　　沖縄県商工労働部 2016　沖縄MICE振興戦略（仮称）策定事業　　　沖縄県文化観光スポーツ部

地域の住民や事業者の連携・協働体制をつくり、特産品開発等のソフト事業から
拠点整備構想等のハード事業まで、各種業務を遂行している。



ランドブレインの技術者は、様々な能力・個性の持ち主。実に幅広い大学・学部からの出身です。
ですから技術も考え方も生き方もいろいろ。しかし会社を思い、仕事を大切にする気持ちはみな同じ。
そんな社員が集まるから、会社は人を大切にし、そしてどこまでもバックアップする、
徹底した人間中心企業と言われるのです。

仙台事務所

熊本事務所

広島事務所

福岡事務所

郡山事務所

わたしたちの生活わたしたちの現場
わたしたちの仕事は主に、「快適で、ゆとりある空間（生活）」をコーディネートし、世の中に送り出すことであり、
わたしたち技術者自身が、ゆとりある生活をおくる必要があります。
当社では、様々な制度により社員1人1人が「快適で、ゆとりある生活」をおくれるようにバックアップしています。

会社が安定成長し、昇給と賞与も40年にわたり確実に支給され、社員の健康と家庭は恒常的に守られています。
また、この会社は定年を迎えた社員には規定の退職金が必ず支払われ、再雇用も多く実現しています。
近年は多くの社員が土地を購入しローンを組んで住宅を作っています。

所長
黒川 朋広
　　　千葉大学大学院
　　　　　（技術士）

所長
大津 博幸
　　　九州大学大学院
　　　（技術士・一級建築士）

所長補佐
堀口 悟
　　　名古屋工業大学
　　　（技術士）

所長
八木 周吾　
　　　大分大学大学院 箱根保養所

志賀高原保養所
各種サークル活動

ランドブレインの組織
総務部

福岡事務所

広島事務所
高知事務所

沖縄事務所

環境社会システムグループ
都市・住宅政策グループ
地方活性化グループ
営業部

大阪事務所
名古屋事務所
仙台事務所

FUKUOKA

OKINAWA

SENDAI

MIYAKO

SANRIKU

TOKYO
NAGOYA

KOCHI

OSAKA

HIROSHIMA

KORIYAMA

KUMAMOTO

OKINAWA

休暇制度　　○春季GW7日間　○夏季フレックス制の5日間　○冬季年末年始7日間　○有給休暇

厚生制度　　○箱根保養所
　　　　　　　当社が設計・施行を行い、富士山・三島の夜景が見える最高の立地条件で、近くにゴルフ場や
                                 テニスコートなどリゾート施設があります。

　　　　　　○志賀高原保養所
　　　　　　　露天風呂やプールがあり、特に冬場スキー好きの社員が利用しています。

　　　　　　○健康診断、出張健康診断を毎年実施

　　　　　　○各種社会保険、労災保険、生命保険などはすべて完備しています。

パートナー　 ○結婚、出産、育児、介護などによる生活条件の変化に対応できる柔軟な就業形態

社員制度　　○会社の福利厚生を受けることができ、再雇用も可能。

福利制度　　○社員持株制度　○退職金制度　○住宅手当　○家族手当　

会社行事　　○春の新入社員歓迎花見大会　○夏の納涼ビール大会　○社員旅行　○秋のスポーツ大会

サークル等　○余暇の充実と社員の親睦をはかるサークル活動等が行われています。特にサッカーは大会にも
                             積極的に参加し、活発に活動しています。有志が集まれば、いつでも新しいサークルを創設できます。
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